













（ 続紙 １ ）                             













































































（続紙 ２ ）                            
（論文審査の結果の要旨） 
 
 近年、国際人権条約機関は大きな試練に晒されている。人権条約の定める規範内
容を実現しようとすれば、各国の国内制度の是正や変更を積極的に求める必要が出
てくる。他方、そのような傾向が強まるほど、国家を単位とする民主主義との緊張
が高まることになる。そうした背景の下、国際人権条約機関の正統性、とりわけ民
主的正統性をめぐる議論が盛んになってきている。 
 本論文の特徴は、人権条約の実効性と民主的正統性とに関するこの問題を検討す
るにあたり、「国家解体」という独自の視角を打ち立てたところにある。条約機関
が、国家ではなく個々具体的な国家機関を名宛人として判決を下したり見解を発し
たりする現象そのものについては既に知られているところであるが、従来の見解は
そのような場合であってもやはり法的な意味での名宛人は国家であると解し、一体
としての国家の性質を堅持してきた。ところが、本論文は、条約機関が個々の国家
機関と条約履行のために一定の直接的関係を築いており、もはや「国家」という単
位で人権条約の履行を語ることが現実と乖離してきていることを明らかにする。そ
の際、従来の研究が、人権条約機関が個々の国家機関を名宛人として判断を示すこ
とにもっぱら焦点を当ててきたのに対し、本論文は、それに加えて、欧州人権裁判
所・米州人権裁判所・自由権規約人権委員会等の条約機関が、個々の国家機関が一
定の手続に基づいて措置を執った場合には、当該国家機関に広い評価の余地を与え
ていること（本稿のいう「消極的補完性」）にも着目し、本稿の主張する「国家解
体」について実証的基盤が存することを明らかにする。さらに、本稿は、そのよう
な「国家解体」の規範的基礎を、各種人権条約が言及する「民主的社会」概念に求
め、熟議民主主義論との親和性を指摘し、「国家解体」が民主的正統性の向上につ
ながり得ることを示しており、これも本稿独自の貢献である。 
 このように、人権条約機関の実行の詳細な調査と基礎理論的研究に裏付けられた
斬新な理論の提示は、極めて高い評価に値する。もっとも、研究の素材となる実行
の多くが欧州人権裁判所によるものであり、ヨーロッパを越えた普遍的理論として
説得性を備えるためには、普遍的条約のさらなる調査研究が必要であるし、こうし
た理論が伝統的な国際法理論においていかなる評価を受けるかについてのさらなる
検討も必要であるが、それらの点は将来の研究の進展に期待したい。 
以上の理由により、本論文は博士（法学）の学位を授与するに相応しいものであ
り、かつ、学界の発展に資するところが大きく、特に優れた研究であると認められ
る。また、平成31年1月22日に調査委員3名が論文内容とそれに関連した試問を行っ
た結果合格と認めた。 
なお、本論文は、京都大学学位規程第14条第2項に該当するものと判断し、公表
に際しては、当該論文の全文に代えてその内容を要約したものとすることを認め
る。 
 
